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2。 県民ボランティア活動支援センタ
エ平面図
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出島交流会館 5階

０
　
　
０
　
　
〇

一　
一
〇
　
　
〇

∃
ョ
引
剰
引
劇
ヨ

Ｏ

Ｇ

０

０

０

|

001lEl

I(X181“ 008t,

3881と088■ 躙
一舶

001・ Z

C001Z 0081Z

Ч

聴 ミ引:_.

嘲_「＼

瀧 ヽ |

驚段ト
ト
”

VE ④ゝ

ヽ
‥
ｌ
Ｂ
ｒ
ｔ
ヽ

０
い
中
．ゆ
０
黒

．ミ 闊
A

F

ド 目

d

０
０
甘
．Ｎ

輌
エ

雖苧ぜだ:直→平
ど「“fス
ト ロar,! 吼おt。      1 旧藉  飼

Ｅ
Ｔ
Ｉ
Ｉ
Ｆ ｒ」

０
０
帯
．Ｎ

£
下
Ｉ
Ｉ
上
邑 ”」

０
９

．Ｎ

μ
Ｌ

■
Ｉ
Ｉ
卜
ｒ

口
０
一
．
劇

、
】
Ｒ
り
』盟
Ｆ

∵

ｒ

ｌ

ト

０
９
０
．
一〇

０
専
．劇

伊
―
＝
Ｉ 〔

０
０
帯
．剣

田
鵞
“
ウ
ン
，
Ｉ

車^
争
，
オ
Ｆ
▼

日
た

カ

ウ

ン
，

―

●
■
■
，
房
お

〕

RC朗輩
“

t工i
O日燃 lコ0

一‐
‐
‐
‐
‐

倉薫 ス
^―
ス

応横スA― ス

事務宝

フリースヽ―ス

押
―

ト

０
０
甘
．Ｎ

掛
ト

ー
ト ”」

０
写

．側

伴
―
―
ド

（Ｘ
導
、
飩

ト
倉点 2

巳
∞
．
中

倉庫 1
い
冨
弄
．
Ｎ

〓
口
．
】

ゝ

造
働
．斡 B曹 蔵 多

倉点

白下 B

・４ぃ」・
一【

98g・ [ g7:z 06〔

001 1008

0

8



管理運営業務 。管理運営経費等の現況について

I。今和 8年度の支援センター業務

今和 8年度の支援センター業務は次のとおりです。事業計画書作成の参考として

ください。  .

NPO。 ボランテイア活動に関する情報の1又集、提供、助宮及び援助に関する

(I)NPO・ :ボランテイア活動の情報叫又集・提供業務
0支援センータニ内外での情報の収集と提供   |       |
:NPO・ ボランティア活動者の活動内容等の情報収集  ;
(100現場訪問 (年 40件))
。ボランテイアを求める団体等の情報Ч叉集   :    ‐
INPO。 ボランテイア活動を支援する人材、:団体・企業等の情報収集
‐NPO実態調査
Or情報誌、パンフレット等の発行、インタ=ネ ット、メ

ニルマガジンによる

提供 (情報誌の発行 (年 3回 )企業向け情報誌の発行 (年 1回)tメ ール

ジン (月 2回 )、 ホームペ■ジ (随時)、 SNS(随時)、 り!― フレット・

事業のチラシの配布)による情報提供
○支援セシター内の閲覧資料 (団体活動紹介ウァイル等)による情報提供

マ

(2)助言みび援助       :
ONPO・ ボランティア活動者・プロボノ希望者からの相談・支援 i    

―

ONPO法 人め申請・届:出にかかる書類の作成にかかる指導。助言
ONPO法 人。ボランテイア団体からの運営等に関する相談 。支援
O県内のNPOiボランティアセンタニなどの中商支援組織からの相談・支援
ONPO。 ボランテイア活動 とプロボノを支援する民間企業等からの相談・
O行政機関からの相談 。支援
O相談支援を効果的に行うためのNPO。 ボランティア活動者、中間支援組織、
関係機関 。団体等とのネットワークづくり など
OICTを活用しての相談       ;

2. NPO・ ボランテイア活動を行う者の相互の交流及び連携の促進に関する業務

① NPO・ ボランテイア活動者、関係機関などが行う交流事
② NPO.ボララティア活動者あネウトワエク化支援
③中間支援組織や行政との連絡会議等へ?参加

④学生及び企業とのボランテイアマウチング支援  ・

などへの支援

P ″
】



①県民に対するNPO・ ボランチィ.ア活動への参加や理解セ促進するための誰も
が参カロできるイベント・セミナーの開催               :
・地域活動支援NPO・ ボランティア講座
②NPOに対する組織基盤強化や協働推進のための研修会の開催
。NPO人間・基礎講座
・ N PiO協働推進研修

|

③中間支援組織に対する機能強化のための研修会の開催
。中間支援組織スタッフ養成講座の開催
・ボランティアコーディネ守ター養成講座
④行嗽、NPO、 関係団体の求めにAじた研修会等の支援
・研修会の企画、講師紹介等の支援

4。 その他支援センターの設置の目的を達成するために雖要な業務

①利用者あニーズ把握、指定管理業務やNPO・ ボランティア活動促進施
対する県民からの意見反映に関する業務
・十二夕:リ ング (ユーズ把握)
。団体活動報告会の開催 (年 1回) 出島ボラセンまつり
。モニタリングでの事業評価

②その他
`施設の視察などへの対薦
。防水管理など利用者の安全確保への対薦
。苦情処理        |:
。危機管理
・衛生管理
・利用状況などの統計資料の作成
。出島交流会館の他の人居者との協力および連携

策に

5.支援センターとNPoゃボランティア活動者、様々な関係機関・団体との連携体
制の確保について

・ NPO・ 自治会 i企業・関係機関との連携
t行政機関との連!党
・社会福祉協議会 との連携

6.利用者に対するサービスの質の向上のための方策について
・支援センタエ利用及び会議室、特吊などの利用許可に関する業務
。団体ロッカー、メ=ルボックス (郵便受け)1の利用許可に係る業務
・図書の閲覧
・オンラインの支援
・情報の管理
・支援センターの利用に係る利用料金に関する業務
・支援センター及びその付属施設の維持及び修繕に関する業務

5



2.管理運営経費について

(1)今和8年度支援セシタ下管理運営業務負担金予算額 :        ′
今和8年度の管理速営業務負担金予算額は次のとおりですので、事業計画青作成の

参考 としてください。  、 |

収  入 (単位 :千円)

項   目 金  額 備 考

県負担金 16, 361 務負担 | 982,人 費高騰379

利用料 200 コピユ利用
合  計 16;561

支 1出

項   目 金  額 備

人件費 12,469 常勤職員 3名 非常勤職員7名

事務費支出 500

事業費支出 2,482
その他の経費 I | 10

16,561

※参考

①力うrコ ピニ機は、県の備品でわり、 り■ス物件ではありませんと保守点検にあた
ちては、指定管理者と業者が保守点検委託契約を締結しています。   :
②現行めコピー機等の利用料金    |         =
。コピー機利用料 コピー 1枚につき IO円
:カ ラー五ピユ機利用料 カラーコピー 1枚につき50円         i
・印昂J機利用料 寡紙 1枚に?さ 100円  ―   F ―

+印刷 100枚につき50円 (端数は切上げ)  .     :
・ポスタープリンター利用料 50cmご とに 150円
※利用料金については、今後変見になる可能性があります。 !

③電話回線、インタ■ネット接続につtlて は〔県で支援センター用の電話回線 確々保

していますので、新たな設置の蜂要はありません。ただし、指定管理者が(独自の連

絡に痢いるための電話等は、別途独自に対応していただく捲要があります。

(2)今和 7年度支援センター収支状況
収 入 (単位 :千円)

項   目 金  額 備   考
県負担金 15,78?
雑収入 (利用料) 276 コピー利用料・印刷代収入

雑収入 (預金利息) 6

法人自己資金 I 104
合  計 l,7i368



支 出

3.谷和8年度の職員体制        :  i
センタィ長 1名、常勤職員2名、非常勤職員6名

項   目 金 :額 備   考
人件費 12ぅ 937 常勤3名、非常勤7名
事務費支出 | 569
事業費支出 862
計



リスク分担表

の継続に重大な影響を及ぼすものは、協議事項とする。

8

負担者

設置者 指定管理者

内 容リスクの種類

O※人件費、物品費等物価変動に伴う経費の増物価変動

O金利の変動に伴う経費の増金利変動

O地域との協調

施設管理、運営業務内容に対する住民及び施設利用

者からの要望等への対A

周辺施設・住民及び

施設利用者への対A

上記以外

施設の管理運営に影響を及ぼす法全変更法今の変見

O施設の管理運営に影響を及ぼす税制変更税制度の変兎

O政治、行政的理由から(施設管理Ⅲ運営業務の継続

に支障が生じた場合、又は業務内容の変更を余儀な

くされた場合の経費及びその後の維持管理経費t,お

ける当該事情による増加経費負担

政治t行政的理由に

よる事業変更

O不可抗カ 不可抗力 (暴風、豪雨、洪水、ナ
′也震、落盤、火災、

争乱、暴動、その他の県又は指定管審者のいずれの

責めにも帰することのできない自然的又は人為的な

現象)に伴う、施設、′設備、資料の修復による経費

の増加、事業履行不能及びあらかじめ定められた管理

業務に係る経費のお加

○I件の修繕費が 10万 円を超えるもの

O

施設及び借品修繕

I件の修繕費が 10万円以下のもの

○県有施設の火災保険加入火災保険カロ入

O県が責任を持つ書類の誤りによるもの

○書類の誤り 事業計画書等、指定管理者が提案した内容の誤りに

よるもの

管理者としての注意義務を怠ったことによるもの

第二者の行為から生じたもので相手方が特定できな

いもの  i        ｀

設備等の損傷

O理者としての注意義務を怠ちたことにより損害を

与えた場合

O上記以外の理由により損害を与えた場合

第二者への賠償

O警備不備による情報漏洩、犯罪発生セキュリティ

O指定管理者の期間が終了した場合又は期間中途にお

ける業務を廃上した場合における事業者の撤収費用

事業終了時の費用

※指定



県民ボランテイア活動支援センター目指定管理者候補者審査基準表

評価項目 配点 評価観点
評価項目に関する
提出書類

細配点

団体全般 5
・経営的に安定しているか。
こ団体をマネジメントする優れた人材がいるか。
・雨PO・ボランティア活動支援のノウハウはあるか。

団体調書(決算額、会員数、常勲職員数
等)

5
事業計画書「 I.支援センターの管理運
営方針に関する事項」

(小計)

管理運営
方針

5
・管理運営の考え方が支援センターの設置目的に沿つているか。
・支援センターを利用しようとする者の平等な利用を確保ができ
るか。

事業計画書「 I 支援センタ上の管理運
営方針に関する事項」

5

(小計 )

管理運営
体制

1管理運営に必要な人員体制が考えられているか。

事業計画書「Ⅱ_1.管理運営体制に関す
る事項」

5

2.必要な経歴、能力を持つ職員の確保が可能か。 5

3.職員の育成計画は適切か。 5

(小計 ) 15

管理運営
業務の
内容

40

1.岬 PO・ボランテイア活動に関する情報の収集、提供、助言及
び援助に関する業務          .

事業計画書「Ⅱ 2.(1)NPO・ ボランテイ
ア活動に関する情報の収集、提供、助言
及び援助に関する業務」

(1)情報収集、提供を幅広く行うことができるか。(県内全域f各活
動分野、活動を支援する企業・団体等)

5

響現鐵薪罷罷芦丞皇撃報とま籍粂尋稔亀
きるかA

10

2.NPOiボランテイア活動を行う者の相互の交流及び連携の促
進に関する業務 (交流 ;連携を促進する効果的な事業が考えられ

ているか。)                     !

事業計画書「Ⅱ.2(2)NPO・ボランテイ
ア活動を行う者の相互の交流及び連携の

促進に関する業務」
10

3.N"0・ ボランテイア活動を行う人材の育成に関する業務 (人材
育成の効果的な事業が考えられているかと) 翌袖緊天為鼎隅轟

`

10

幾i黎跳脇龍濯梶鞘緒 禦譜諸為
置目的を達成するために必要な業務が考えられているか。)

事業計画書「Ⅱ.2(4)そ の他支援セン
ターの設置目的を達成するために必要な
業務

(小計 ) 40

効果的な
管理運営
のための
工夫等

25

1:県内全域及び各活動分野を視野に入れてNPO・ボランティア
活動を促進していくことができるか。   | 事業計画書の各項目 5

2 NPO・ ボランテイア、関係団体との連携体制 (業務に関し他の
NPOiボランティア、中間支援組織、市町、関係団体等との連携
体制が十分取れるか。)

事業計画書 rⅡ 21(5)支援センターとN
PO・ ボランティア活動者、:様々な関係機

関・団体との連携体制の確保について」 10

事業計画書の各項目

3.利用者に対するサービスの質の向上につながる効果的な取
組みが考えられているか。

事業計画書「Ⅱ.2.(6)利用者に対する
サニビスの質の向上のための方策につい
て」 5

事業計画書の各項目

4.上記以外に管理運営に関し優れた提案等があるか。 事業計画書「Ⅱ_2.(7)その他」 5

(小計 ) 25

収支計画 10 合理的な収支計画力ぐ組まれているか。
事業計画書中「Ⅲ.収支計画に関する事
項」

10

(小計 ) 10

(合計 ) 100



○県民ボランテイア活動の促進に関する条例    :
｀            ′  平成12年 3月 24日

長崎県条例第?l号

改正 平成15年 10月 14日条例第59号

県民ボランティア活動の促進に関する条例をここに公布する。      「     |

県民ボランテンア活動の促進に関する条伊ll

(目 的)                                      タ

第 1条 .こ の条例は、県民ボランテイアを動が社会の抱える様 な々課題の解決に当々Pて果たす律

割の重要性にかんがみ、その健全な発展を図るための基本理念と施策の基本的事チ買を定める
.こ と

!

により(県民ボランティア活動の促進に関する施集を総合的に挙進し、もって県民の′■豊かで生

き生きと充実した暮らしの実現に寄与することを目的とする。

(定義)                 「

第2条 この条例において|「県民ボランテイア活動ととは、「県民が行い、又は県民のために行われ ,

る不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与することを目的とする活動であって次に掲げる活動

のいずれにも該当しないものをいうQ    I              :
!(II)営

利を自中とする活動

(2)宗教の教義を広あ、儀式行事
=行

い、及び信者を教化育成することを自的とする活動

(3)政 治上の主義を推進 して支持 し、又はこれに反対することを目的とする活動

(4)特 定の公職 (公職選挙法 (昭和25年法律第100号)第 3条に規定する公職をいう。以下同

じき)の候補者 (当該候補者になろうとする者を含む。)若 学くは公職 !〒ある者スは政党を坤

薦し、支持し、又はこれらに反対することを目的とする活動

(基本理念)

第 3条 県民ボランテイア活動は、県民が共によりよく生きていくための活動であり、また、県民

おヽ`
｀
自ら願う社会あ構築のために自ら参カロする活動であることから、県民の,こ豊つヽで生き生きと充

実した暮らしの実I見に重要な役割を果たすものとして、その健全な発展が図ら枠なければ省らな

い 。

2 県民ボランテイア活動は、当該活動を行う者の自由な意思に基づく自主的がつ自律的な活動で

あることにかんがみ、県民ボランテイア活動の促進に当たっては、当該活動を行う者の自主性及

び自律性が尊重されなければならなぃ。



(県の責務)

第 4条 県は、前条の基本理念に基づき、県民ボランティア活動を促進するための施集を策定し、

実施するものとする。

(市町村との連携)  !

第 5条 県は、地域の実情に痣じた県民ボランテイア活動を促進するため、前条に規定する施策の

策定及び実施に当たっては、市町村との連携を図るものとする。

(事業者の協力)

第6条 事業者は、県民ボランティアを動の円滑な実施に配慮するよう努めなものとする。
(基本指針の策定)

第 7条 知事は、1第 4条の規定に基づく県民ボランティア活動を促進するための施策の策定及び実

施について、県民ボランティア濫動の促進に蘭する基本指針 (以下「基本指針」という。)を定

めるものとする。            |

2 前項の基本指針には、次に掲げる事項について定めるものとする。

(I)県民ボランテイア活動の促進のための基本的な事項

(2)県民ボランティア活動を促進するたあに兇異な施策の策定に関する事項

(3)策定した施策の総合的な推進に関する事項         ―

3 知事は、基本指針を定めようとするときは、あら分じめ、県民ボランティア活動を行う者その
:他勇要と諷める者の意見を聰くとともに、議会の議決を経なければならない。「

4 知事は、基本指針を定めたときは、遅滞なくこれを公表するものとする。   i
i5 前2項の規定は、基本指針の変更について準痢する。:            

｀

(情報の普及)                        |

第8条 県は、県民ボランテイア活動に参加する機会を得るための情報、県民ボランテイア活動の

実施主体t=係 る情報その他県民ボランティア活動に関する情報の普及にういてt必要な措置を講

じるものとする。              ,      「

(交流及び連携の促進)

第7条 県は、県民ボランティア活動を行う者の相互?交流及び違埼が促進される|う 、雖要な措
置を講じるものとする。

(人材の育成)                     「

第10条 県は、県民ボランティア活動に関する専門的知識を有する人材等県民ボランティア活動の



促進のために雖要な人材の育成についてヽ捲要な措置を講じるものとする。

(中核的な活動拠点の整備)               i

第同条 県は(県民ボランテイア活動 1〒関する情報提供、助宮、援助等の県民ボランテイア活動の

支援を行う機能を持った県民ボランティア活動の中核的な活動拠点の整備について、蜂要な措置

を講じるものとする。

(雑則)

第12条 :こ あ条例に定めるもののほか、この条例の施行についてX要な事項はt知事が別に定める。

附 則            |                    :   :

こめ条例は、公布の日から施行すると

附 貝」(平成 15年条例第5守号)抄             :        |

(施行期
.日

等)      ●    i

ll この条例は(公布の日から施行し、同日以降に策定される計画について適用する。



○県民ボランテイア活動支援センター条例

平成 12年 7月 14日

:             長崎県条例第73号

:                    改正 平成17年 7月 19日 条例第61号

i     今和 5年 12月 26日 条例第31号

注 今和 5年|12月 から条文浴革を注記した。

県民ボランテイア活動支援センタ!一条例を|こ に公布する。

県民ボランテイア活動支援センター条例        :

(設置)                      下    
―

第 1条 県民ボランテイア活動の侭進t=関すや余例 (平成|?年長崎県条例第?I号)第 2条 :こ規定

する県民ボランティア活動 (以下「県民ボラシテイ万活動」という。)の普及及び保進斗びに健

全な発展を図るため、同条例第 H条に規定する県民ボランテイア活動の拠点として県呉ボランテ

ィア活動支援センタィ (必下「支援マンタ
ニ也というと)を 長崎市に設置する。

(業務)

第 2条 支援センタとは、次の各号に掲げる業務を行うb            
´

(I)県民ボランテイア活動に関する情報の収集、提供、助言及び援助

(2)県民ボランティア活動を行う者?相互の交流及び連携のイ足■ :  :

(3)県民ボうラチイァ活動を行う人材の育事

(4)支援セングーみびその晴属設備?提休                 ・

(5)前各号に掲げるもめのほか、支援セイターの設置の目的を達成するために捲要な業務

(主接セ)ターの管理)      '

第3条 支援センタ‐の管理は、地方自治法 (昭れ22年濃律第67号)第244条の2第 3J買の規定に

より、法人その他の団体であって知事が指定するもの (以下「指定管理者」という。)に行わせ

るものとすると           |
(指定管理者の業務)        .

第4条 指定管理者は、次の各号に掲げる業務を行うものとする。

(I)支援センターの利用の許可に関する業務    |               !

(?)支援センタfの利用に係る利用料金に関する業務

(3)支援センタィ及びその附辱設備の維持及び修繕に関する業務   
∵

(4)第 2条各号に掲げる業務



i

(5)前各号に掲げるもののほか、支援センタニの運営に関して宍口事が捲要と誤める業務

(指定管理者の指定の手続).        .

第5条 第3条の規定による指定を受けようとするものは、申請書に次の各号に掲げる書類を添え
て、知事に対しその定める時期までに提出しなければならない。

(I)支援センタ‐の管理に関する事業計画書

(2)前 号に掲げるもののほか、規則で定める書類

(指定管理者の指定の基準)

第6条 知事は、前条の規定による申請があったときは、次の各号に掲げる基準により指定管理者
の候補を選定し、議会め議決を経て指定管理者の指定をするものとする。

(I)事業計画書等の内容が、主援センタニを利用しようとする者の平等な利用を確保できるも

のであること。           i

(2)事業計画書等の内容が、支援センターの効用を最大限に発揮させるとともに、
:そ
の管理に

係る経費の縮浦を図ることができるものであること。       |

(3)指定を受けようとするものが有する物的能力及び人的能力が、事業計画書に浴った支援セ

ンターの管理を安定して行うことができるものであること。           ィ

(4)、 県内に主々る事務所を有すること。 :

(開館日)

第7条 支援センターは、次の各号に掲げる日 (以下「休館日」という。)を除き、開館するもの
とする。          「

(I)月 曜日                          :

(2)12月 29日 から翌年の 1月 3日 まで

2 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、やむを得ない事由があると:き は、知事の承諷を得て、

休館日に開館 し、又は体館日以外の日に休館することができる。      
「

(開館時間)

第 8条 支援センターの開館時間は、午前 9時から午後 ?時まで (土曜日、日曜日及び国民の祝日

に関する法律 (日害和23年法律第 178号)に規定する休日にあっては、午前 7時から午後 6時まで)

とする。ただし、指定管理者は、X要があると試めるときは、知事の承課を得て、これを変更す

ることができる。 :                      :

(今 5条例31・ 一部改正)

(利用の許可等)



第9条 支援センターを利用しようとする者は、あらかじめ、指定管理者の許可を受けなければな

らない。

2 指定管理者は、前項の許可を受けよう!とする者の利用が次の各号のいずれ分にシ当するときは、

当該利用の許可をしてはならなぃ。

(I)i公の秩序又は善鼻の風俗を害する→それがあると認められるとき。

(2)集団的又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれがある組織の利益になると認められると

(3)|1孝不J用が県暴ボラィァィア活議の|めに行われるものではな
いと誤められるとき。

(4)支 援センター及びその附属設備を吉:員 し、又は汚損するおそれがあると諷められるとき。

(5)前各号に掲げる|ののほか、支援センターの管理上支障があると累められるとき。  i

3 第 1項の許可を受けた者 (以下「利用者」rい う1)は、その権利を第二者に譲渡し、又は許

:可を受けた場所の全部若しくtir部 を転官ャてはならない。

(利用の許可あ取消及び利用の中止)  .    :

第10条 指定管理者は、利用者が次の各号のぃずれかに該当するときは、前条第 1項の許可を取り

消,し、又はその利用を中止Lさせることができる。  :              ・

:(I)その利用が煎条争?項各号のいずれかに該当することカド明らかになったとき。 :

(?ぅ 前条学e項の規定に違界したと吉O

(3)虚偽その他不正な行為により前条第iI項の許可を受けたと諷められるとき。

(4)公益上ゃ0を得ない事由ゲ生じたrき。

(利用許可事項の変見)      |

第li条 利用者は、第9条第 I項の規定により許可を受けた事項を変更して又はその利用を中止し

ようとするときは、指定管理者の承調を受けなければならない。          .  :

(利用料金)

第12条 利用者は、その利用に係る利用料金を納めなければならない。         |

2 指定管理者!よ、この条例の定めるところにより、利用料金を定めるものとする。   
｀ |

3 指定管理者は、利用料金を定める場合は、あらかじめ、知事の承語を受けなければならない。

これを変更しようとする場合も、同様とする。

4 矢口事は、前項の規定により承記の申請があった場合 iこおいて、当該申請に係る利用料金が支援

センタニと規模、形態等において類似の施設の同種料金と比較して、均衡のとれたものであると

諷めるときは、承言忍をするもめとする。

去
」



5 利用料金は、指定管理者の収入とする。

(利用料金の減免)

第 13条 指定管理者は、公益上その他特別の理由があると誤めるときは、利用料金を減額し、又は

免除することができると      |

(利用料金の還付)

第 14条 指定管理者は、利用者が次の各号のいずれかに該当ホるときは、利用料金の全部又は一部

を還付することができる。

(1)第 IO条第4号の規定に該当することを理由として、同条の規定により利用の許可を取り消

され、又はその利用を中止されたとき。

(2)利用者の責めに帰することができない理由により、第11条の規定による支援センターの利

用の変更又は中止に係る承調を受けたとき。

(原状回復)           !

第15条 利用者は、支援ヤンタエあ利用を終了したとき又は第10条の規定により利用の許可を取

り消され、若しくはその利用を中止されたときは、速やかに原状に回復しなければならない。

(損害賠償等)

第 16条 支援センター及びその附属設備をき損し、又は減失した者は、これを原状に回復し、文は

その損害を賠償しなければならない。

(委任)

第 |ク!条 この条例に定めるもののほか、支援ヤシター?管理 t〒甲し盤要な事項は(導則で定め冷。

附 則
｀
                              ―

この条例は、公布の日から3月 を超えない範囲内において規貝」で定める日かられ行する。

(平成12年規員J第 78号で平成12年 7月 30日から施行)    |

附 則 (平成17年条例第61号 )
この条例は、平成18年 4月 1日から施行する。ただし、この条例による改正後の県民ボランティ

ア活動支援セーンター条例第3条ゃヽら第6条まであ規定 (指定管理者の指定の手続に関する部分に限

る。)及び第17条の規定は、公布の日から施行する。

1 附 則 (今和5年 +2月 26日条例第31号 )

この条例はt今和6年 4月 1日から施行する。



0県民ボランテイア活動支援センター条例施イ子規則      :
「       平成12年 7月 28日
:    1 

長崎県規負J第 77号

:   改正 平成 17年 7月 19日規則第59号

県民ボランテイア活動支援センター条例施行規則をここに公布すると    :

県民ボランテイア活動支援センタエ条例施行規則i   l

(趣旨)

第 1条 | この規則は、県民ボランテイア活勲支援センター条例 (平成12年長崎県条例第73号。以

下「条例」という。)の施行に関し挺要な事項を定めるものとする。   | :

(指定申請)

第2条 条例第5条に規定する申請書は、県民ボランティア活動支援センタ■指定管理者指定申請

書 (様式)|によるものとする。          :

2 条例第5条第 1号に規定する事業計画書い、県民ボランテイア活動支援センタ=(以下
「支援

セシター」という。)に係る次に掲げる事項を記載するものとする。
:

(1)支 援センタTの管理導営方針に関する事項        :

(2)支 援センタニの管理運営?内容に関する事項  :

(3)叫又支計画に関する事項   :                  
｀

|(4)前各予に掲げるも?のほか、知事げ挙署と諷める事項

3 条例第ら条第 2号に規定する規則で定める書類は、次のとおりとする。

(I)定款、寄附行為、規約その他団体の目的、組織友び運営の方法を定めた書楽買  i

(2)法人にあちては、当該法人の肇講事項証明書

(e)役員の名簿及び履歴青

(4)団体の概要に関する書類   :                     i

(5)前各号に掲げるもっのほか,知事ゲ盤琴と諷める書類

、i(委任) I                  T

第3条 この規則に定めるもののほか、支援センターの管理に関して撼要な事項は、別に定める。

附 則

この規則は、条例の施行の日から施行すると

(施行の日=平成 12年 7月 30日 )

附 貝lJ(平成 17年規則第57号 )



この規則は、平成18年 4月 l,日かられ行する。ただも、こめ規則による改正後の県民ボランテイ

ア活動支援センター条例施行規則の第 2条及び第3条の規定は、公布あ日から施行する。


